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(公印省略）

夏季における年次有給休暇の取得促進について

厚生労働行政の運営につきましては、平素より格別の御理解と御協力を賜り、
厚く御礼申し上げます。

さて、年次有給休暇（以下「年休」という。）の取得率につきましては、令和
2年に56. 6%と前年より0.3ポイント上昇し、過去最高となったものの、依然
として、「過労死等の防止のための対策に関する大綱」（令和3年7月30日閣議
決定）等で掲げられている、令和7年までに取得率を70%とする政府目標とは、

  大きな乖離があります。.

また、労働基準法（昭和22年法律第49号）の改正により、平成31年4月から、
全ての企業において年10日以上の年休が付与される労働者に対する年5日の年
休の確実な取得が求められているところです。
—方、急速に導入が広がっている計画的な業務運営や休暇の分散化にも資す
る年休の計画的付与制度や、労働者の様々な事情に応じた柔軟な働き方・
休み方に資する時間単位の年休制度阪2】については、新型コロナウイルス感染
症対策として求められている、新しい働き方・休み方を実践するためにも効果
的です。

このため厚生労働省ではこの夏における年休の取得促進の気運を醸成するた
め、ポスター及びリーフレットを活用した広報、労使に対する働きかけ等を行
っていくこととしております。

貴職におかれましても、この趣旨を御理解の上、同封のポスターを掲示して
いただくとともに、別添の広報文例も参考にしつつ、広報誌への掲載等により、
傘下企業等への周知に御協力のほどお願いします。

なお、本ポスター・リーフレットは、以下に掲載していますので、併せて御
活用いただくとともに、紙媒体の配布による周知を行うにあたり追加でリーフ
レットが必要な場合は、当課より送付させていただきたいため、下記担当まで

ご連絡ください。

〇「働き方・休み方改善ポータルサイトJ内「年次有給休暇取得促進特設サイト」

https：//work-holiday, mhlw・ so. jp/kyuuka-sokushin/

(※1)年休の付与日数のうち5日を除いた残りの日数について、労使協定を締結すれば、計

画的に休暇取得日を割り振ることができる制度です。この制度を導入している企業は導

入していない企業よりも、年休の平均取得率が高くなる傾向にあります。令和3年就労

条件総合調査によると、年休の計画的付与制度がある企業割合は46.2%と、約半数の企

業が制度を導入しており、令和元年と比較すると約2倍となっています。

(※2)年休の付与は原則1日単位ですが、労使協定を締結すれば、年5日の範囲内で、時間

単位の取得が可能となります。

(担当）厚生労働省雇用環境・均等局職業生活両立課

TEL：03-5253-llll(内線 7915)鎌田



新しい働き方・休み方を実践するために

年次有給休暇を上手に活用しましよう

春「年次有給休暇の計画的付与制度」を導入しましょう。

・年次有給休暇付与計画表による個人別付与方式を活用すれば休暇の分散化にもつながります。
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年次有給休暇の計画的付与制度を

導入しましよう。

「年次有給休暇の計画的付与制度」とは、年

次有給休暇の付与日数のうち5日を除いた残

りの日数について、労使協定を結ベば、計画的

に休暇取得日を割り振ることができる制度で

す。この制度の導入によって、休暇の取得の確

実性が高まり、労働者にとっては予定していた

活動が行いやすぐ事業主にとっては計画的

な業務運営に役立ちます。

1)日数付与日数から5日を除いた残りの日数を計画的付与の対象にできます。

  年次有給休暇の付与日数が10日の労働者年次有給休暇の付与日数が20日の労働者

  1 ~~~~
   ¢・X主が̂画的に穴与できる 労働者がg由に取没でSo ¢突主が計画的に付与てき〇方®者がS由に取̂でさる

◊前年®取得されずに次年度に段-り超された日JSがある場合には、繰り起し分を含めた付与日数から5日を引いた日奴を計画的付与の対象とすることがて§ます。

2)活用方法企業、事業場の実態に合わせたさまざまな付与の方法があります。

方式 年次有給休暇の付与の方法 適した事業場、活用事例

一斉付与方式 全従業員に対して同一の日に付与 製造部門なと.操業を止めて全従業®を休ませることのできる$業場などで活用

交替制付与方式 班・グルーブ別に交替で付与 流通・サーヒス業など、定休日を增やすことが難しい企業、事業塙などで活用

個人別付与方式 個人別に付与 年次有給休暇付与計画表により各人の年次有給休暇を指定

15日 5日  5b 5b

新しい

 働き方・休み方を

実践するために

年次有給休暇
上手に

i舌用しましよう

を

年次有給休暇の計画的付与に関する労使協定の例(個人別付与方式の場合）
〇〇株式会社と〇〇労働組合とは、標記に関して次のとおリ協定する。

1当社の従業員が有する〇〇〇〇年度の年次有給休暇似下|・年休』という。）のうち5日を超える部分については.6日を限度として計画的に付与するtのとす§.,

なお.その有する年休の日数から5日を差し引いた日数が6日に満たない£!のについては、その不足する日益の限度で特別有給休暇を与える。

2年休の計画的付与の期間及びその日数は、次のとおりとするc

前朗=4月一9月の間で3日間後期=10月~翌年3月の間で3日間

3芭個人別の年休付与計画表は、各期の期間が始まる2週間前までに会社が作成し.従実員に周知する。

4各従業員は、年休付与計画の希望表を、所定の様式により、g期の計画付与が始ま§1か月前までに.所属課長に提出しなければならない：

5各課長は，前項の希望表に基づき，・§従業寅の休暇日を調整し・決定する..

6業務逐行上やむを得ない畢由のため指定日に出勤を必要とするときは・会社は組合と協議の上・前頂に基づき定められた指足日を変更するものとする。

  0000年〇月〇日〇〇株式会社代表取締役0000

〇〇労働租合執行委員長〇〇〇〇

時間単位の年次有給休暇を活用しましょう。
年次有給休暇の付与は原則1日単位ですが、労使協定を結ベば、年5日の範囲内で、時間単位の取得が可能となります。

労働者の様々な事情に応じた柔軟な働き方・休み方に役立ちます。

〈労使協定で定める事項>

  ①時間単位年休の対象労働者の範囲

対象となる労働者の範囲を定めてくたさい。一部の者を対象外と

する場合には、「事業の正常な運営を妨ける場合」に限られますt

  ②時間単位年休の日数

1年5日以内の範囲で足めてください。

1時間単位年休1日分の時間数

1日分の年次有給休暇か何時間分の時間単位年休に相当するかを定めて

ください，1時間に;Sたない端数がある場台は時間単位に切り上けてく

たさい-(例)所定労働時間が1日7時問30分の場合は8時間となります.

④1時間以外の時間を単位として与える場合の時間数

2時間単位など1日の所定労働時間数を上回らない整数の時間単位を

定めてくたさい：

・杖栞規則ウ労使協定のモデルは，「年次有相¢・T.瑕取の促進杓Kサイトjそこ餌ください〇

労働基準法が改正され、2019年4月から年5日問の年次有給休暇を確実に取得させることが必要となり史した。

注）時問単位の年次有給休昭の取得分については.確芙な取¢?が必要な5日間から差し引くことはできません、


